様式第１号（第６条関係）
　　年　　月　　日

長崎県知事　　　　　　　様

（申請者）郵便番号　　　　　

住所　　　　　　　

会社名（又は屋号）

代表者名　　　　　

電話番号　　　　　
長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金交付申請書
　令和７年度における長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業について、長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金を交付されるよう、長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金実施要綱（７交政第１号）第６条の規定により、次の関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

１．申請額　　　　　　　　円
関係書類

１．事業計画書（様式第１－１号）
２．収支予算書（様式第１－２号）
３．国庫補助金の交付決定通知書の写し

４．長崎県税納税証明書（未納がない証明）

５．長崎県内に本社がない公共交通事業者においては、履歴事項全部証明書の写し。また、個人事業者においては本人確認書類の写し
６．誓約書（様式第１－３号）
７．振込先の口座が確認できる資料（名義人氏名、金融機関名、支店名、預金種目、口座番号が確認できるもの）の写し
８．その他知事が特に必要と認める書類
発行責任者及び担当者
発行責任者　　　　　　　　　（連絡先）
発行担当者　　　　　　　　　（連絡先）
様式第１－１号（第６条関係）
１．事業計画書

　　　　　　実施予定期間：　　年　　月　～　　年　　月

	事業項目
	内容及び積算内訳
	補助対象　経費（円）

	公共交通事業者におけるＤＸによる経営効率化、生産性向上及び訪日外国人の受入環境整備に資する設備を導入するために要する経費
	（例：○○システム導入経費）

	〇〇円



（記載要領）
　・「内容及び積算内訳」には、事業を実施する理由、期待される効果についても記載すること。
　・「補助対象経費」は、消費税及び地方消費税額を除いて記載すること。
　・事業内容がわかるもの、参考見積など積算の参考とした資料等を添付すること。
様式第１－２号（第６条関係）
　
２．収支予算書
（単位：円）

	収　　入
	支　　出

	項　　目
	金　　額
	項　　目
	金　　額

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	合　　計
	


（記載要領）
・消費税及び地方消費税額を除いて記載すること。

様式第１－３号（第６条関係）
　　年　　月　　日

誓　約　書
長崎県知事　　　　　　様
（申請者）郵便番号　　　　　

住所　　　　　　　

会社名（又は屋号）

代表者名　　　　　
電話番号　　　　　
私は、長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金交付申請を行うにあたり、次の事項について誓約します。

　なお、県が必要な場合には、長崎県警察本部に照会することについて承諾します。
※チェック欄（誓約の場合、□ にチェックを入れてください。）
□　自己及び本事業実施主体の構成員等は、次のアからウのいずれにも該当するものではありません。また、事業実施主体の運営に対し、次のアからウのいずれの関与もありません。
ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

イ　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
ウ　暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者その他知事が認めるもの
□　補助事業等又は間接補助事業等を行うにあたり、上記アからウに掲げる者（以下「暴力団等」という。）と契約を締結しません。
□　暴力団等をこの事業に係る間接補助事業者にしません。
□　暴力団等から不当な要求行為を受けた場合は、速やかに県に報告するとともに、警察に通報します。

※県では、長崎県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。
発行責任者及び担当者

発行責任者　　　　　　　　　（連絡先）
発行担当者　　　　　　　　　（連絡先）

様式第２号（第７条関係）
長崎県指令　　第　　号

　住　　　　所　　　　　　　　
　名　　　　称　　　　　　　　
　代表者の氏名　　　　　　　　
                      　         
長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金交付決定通知書
　　年　　　月　　日付　　第　　号で申請があった長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金の交付については、長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金実施要綱（７交政第１号）第７条第１項の規定により、次のとおり交付することに決定したので通知する。
　　年　　月　　日
  長崎県知事　　　　　　　
１．交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２．交付決定の内容　　　年　　　月　　　日付申請書記載のとおり
３．交付の条件
（１）補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、長崎県補助金等交付規則（昭和４０年長崎県規則第１６号、長崎県地域振興部関係補助金等交付要綱（平成２３年長崎県告示第４５６号）の規定、及び長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金実施要綱の規定に従わなければならない。
（２）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難になった場合は、すみやかに知事に報告してその指示に従わなければならない。
（３）補助事業の内容又は補助対象経費の配分について変更しようとする場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
（４）補助事業者は、知事が補助金交付の目的及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）を勘案して別に定める期間を経過するまでは、知事の承認を受けないで取得財産をこの補助金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸付又は担保に供してはならない。
（５）事業実施においては、経済性を考慮すること。

（６）補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿並びに証拠書類を補助事業終了年度の翌年度から５年間整理保存すること。
様式第３号（第７条関係）
長崎県指令　　　第　　号

　住　　　　所　　　　　　　　
　名　　　　称　　　　　　　　
　代表者の氏名　　　　　　　　

長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金不交付決定通知書
　　　年　　月　　日付　　第　　号で申請があった長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金の交付については、長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金実施要綱（７交政第１号）第７条第２項の規定により、交付しないことを決定したので通知する。
　　年　　月　　日　

　
  長崎県知事　　　　　　　　
様式第４号（第９条関係）
番　　　　　号

　　年　　月　　日

長崎県知事　　　　　　　様

（申請者）郵便番号　　　　　

住所　　　　　　　

会社名（又は屋号）

代表者名　　　　　

電話番号　　　　　
長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金交付申請取下届出書
年　　月　　日付長崎県指令　　第　　　号で交付決定を受けた長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金について、長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金実施要綱（７交政第１号）第９条第２項の規定により、下記のとおり申請を取下げます。
記
１　交付決定額　　　　　　　　　　　　　円
２　申請取下額　　　　　　　　　　　　　円
３　申請を取下げる理由
発行責任者及び担当者

発行責任者　　　　　　　　　（連絡先）
発行担当者　　　　　　　　　（連絡先）

様式第５号（第１０条関係）
番　　　　　号

　　年　　月　　日
長崎県知事　　　　　　様

（申請者）郵便番号　　　　　

住所　　　　　　　

会社名（又は屋号）

代表者名　　　　　

電話番号　　　　　
長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金変更承認申請書
　　　　　年　　月　　日付長崎県指令　　第　　　号で交付決定の通知があった長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金について、下記のとおり内容を変更したいので、長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金実施要綱（７交政第１号）第１０条の規定により、申請します。

記

１　変更内容及び理由

関係書類
変更後の事業計画書及び収支予算書（見え消し修正したもの）

発行責任者及び担当者

発行責任者　　　　　　　　　（連絡先）
発行担当者　　　　　　　　　（連絡先）
様式第６号（第１１条関係）
番　　　　　号

　　年　　月　　日

長崎県知事　　　　　　様

（申請者）郵便番号　　　　　

住所　　　　　　　

会社名（又は屋号）

代表者名　　　　　

電話番号　　　　　
長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金実績報告書

　　　　　年　　月　　日付長崎県指令　　第　　号で交付決定の通知があった長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金について、長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金実施要綱（７交政第１号）第１１条第１項の規定により、その実績を関係書類を添えて報告します。
関係書類
１．事業報告書（様式第６－１号）
２．収支精算報告書（様式第６－２号）
３．事業実施における支出関係書類の写し、事業完了を確認できる写真
４．その他知事が必要と認めるもの
発行責任者及び担当者

発行責任者　　　　　　　　　（連絡先）
発行担当者　　　　　　　　　（連絡先）
様式第６－１号（第１１条関係）
１．事業報告書
　　　実施期間：　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日

	事業項目
	内容及び積算内訳
	補助対象
経費（円）

	
	
	


（記載要領）

　・「内容及び積算内訳」には、事業実施の成果についても記載すること。
　・「補助対象経費」は、消費税及び地方消費税額を除いて記載すること。
様式第６－２号（第１１条関係）
２．収支精算報告書
（単位：円）

	収　　入
	支　　出

	項　　目
	金　　額
	項　　目
	金　　額

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	合　　計
	


（記載要領）
・消費税及び地方消費税額を除いて記載すること。

様式第７号（第１２条関係）
長崎県指令　　第　　号

                      　          
　長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金交付額確定通知書

　住　　　　所　　　　　　　　
　名　　　　称　　　　　　　　
　代表者の氏名　　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付長崎県指令　　第　　号で交付の決定をした長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金については、長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金実施要綱（７交政第１号）第１２条の規定により、次のとおり確定したので、通知します。

　　　年　　月　　日
長崎県知事　　　　　　

１　交付決定額　　　　　　　　　　　円
２　交付確定額　　　　　　　　　　　円
様式第８号（第１３条関係）
　　　長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金交付請求書
　　　　　年　　月　　日付長崎県指令　　第　　号で額の確定の通知があった長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金について、次のとおり交付されるよう、長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金実施要綱（７交政第１号）第１３条第１項の規定により、請求します。

　年　　月　　日

長崎県知事　　　　　　　様

（請求者）郵便番号　　　　　

住所　　　　　　　

会社名（又は屋号）

代表者名　　　　　

電話番号　　　　　
　１．交付確定額　　　　　　　　　　円

　２．請求額　　　　　　　　　　　　円
　３．振込先　

　　（銀行支店名）

　　（普通、当座の別）

　　（口座番号）

　　（口座名（フリガナ））
発行責任者及び担当者
発行責任者　　　　　　　　　　（連絡先）
発行担当者　　　　　　　　　　（連絡先）
様式第９号（第１３条関係）
　　　長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金概算払交付請求書
　　　　　年　　月　　日付長崎県指令　　第　　号で交付決定の通知があった長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金について、次のとおり交付されるよう、長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金実施要綱（７交政第１号）第１３条第２項の規定により、請求します。

　年　　月　　日

長崎県知事　　　　　　　様

（請求者）郵便番号　　　　　

住所　　　　　　　

会社名（又は屋号）

代表者名　　　　　

電話番号　　　　　
　１．交付決定額　　　　　　　　　　円

　２．請求額　　　　　　　　　　　　円

　３．振込先　

　　（銀行支店名）

　　（普通、当座の別）

　　（口座番号）

　　（口座名（フリガナ））
（概算払を必要とする理由）
発行責任者及び担当者
発行責任者　　　　　　　　　　（連絡先）
発行担当者　　　　　　　　　　（連絡先）

様式第１０号（第１３条関係）
請求内訳書

	交付
決定額
	前回
までの
受領額
	残高
	事業
着工
年月日
	事業完了
予定
年月日
	年　月　日までの
出来高

	
	千円
	千円
	令和　　年
　　　　月
　　　　日
	令和　　年
　　　　月
　　　　日
	　　　　％


様式第１１号（第１４条関係）
番　　　　　号

　　年　　月　　日

長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金取得財産処分申請書
長崎県知事　　　　　　様

（申請者）郵便番号　　　　　

住所　　　　　　　

会社名（又は屋号）
代表者名　　　　　

電話番号　　　　　
　　　　　年　　月　　日付長崎県指令　　第　　号で交付決定の通知があった長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金で取得又は効用が増加した財産を処分（目的外使用、譲渡、交換、貸付、担保）したいので、長崎県補助金等交付規則（昭和４０年長崎県規則第１６号）第２０条の規定により、下記のとおり承認されるよう申請します。
記
１　取得財産等の名称及び概要
（１）名称
（２）所在地
（３）構造及び規模
（４）取得価格等
２　処分（目的外使用、譲渡、交換、貸付、担保）をしようとする理由
３　承認申請に係る事項
（１）処分等先（所在地、名称等）
（２）処分等の期間
（３）処分等に係る条件

発行責任者及び担当者
発行責任者　　　　　　　　　　（連絡先）
発行担当者　　　　　　　　　　（連絡先）

